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第 5回 金融商品会計とは何か 

（リスク会計の必要性） 
 

会計と経営のブラッシュアップ 

平成 27 年 4 月 27 日 
山内公認会計士事務所 

 
本レジュメは、企業会計基準及び次の各書を参考にさせていただいて作成した。(財務会計論ⅠⅡ 佐藤信彦外著 H23 年 4 月中央経済社発行) 
(ゼミナール現代会計入門第 9 版 伊藤邦雄著 H24.3 日本経済新聞社発行)(リスク会計の探究 姚俊著 2013.8 千倉書店)  
(会社法対応 会計のことが面白いほどわかる本 天野敦之著 2006.7 中経出版発行) 
 
 

Ⅰ 金融商品会計 
 
 何故時価会計か？ 金融資産と金融負債の一部を時価評価 
  B/S の重要項目の変化、P/L の主要損益の変化  
 会 計 の 役 割？ 公正価値開示（利害関係者等の利用のために） 
 
 
１．時価評価の会計の背景 
 

(1)企業の経済環境の変化 
 

金融取引の国際化・自由化   （1985 年プラザ合意） 
↓  

証券・金融市場のグローバル化 （実物経済→マネー経済） 
情報化処理技術の発達 

↓  
デリバティブ(金融派生商品)の拡大 

世界の GDP 約 60 兆ドル、デリバティブの想定元本約 600 兆ドル 
実物取引の 10 倍ものマネー取引 

↓  
企業活動の国境を越えたグローバル化とその加速 

資金調達の世界規模での拡大、日本的陳腐化制度の改革 
↓  

新たな金融取引がその「質」において多様化し、「量」において拡大し、

そのためリスクに晒される環境状況(リスク・エクスポージャー)が企業経

営にとってマネジメントすべき重要なリスクとなった。 
 
時価会計の導入により、持合株の株主が権利を行使するようになった。 

 
 

本レジュメはブラッシュアップ日迄にホームページに up してあります 

http://yamauchi-cpa.net/index.html   



2 

 

 
 
そのため金融財の実態を、これまでの会計の対象だった実物財と同じ会計処理

でとらえるのは不適切となった。但し、金融財とは、キャピタルゲインを得る

ための有価証券、投資信託、ゴルフ会員権等であり限定されていることを忘れ

てはならない。 
 
経済の質の変化と資産評価の変化の比較 

 
旧・実物経済(今でも大部分の実物財)  新・マネー経済(一部の金融財ではあるが)  

   
・経済の基本は製造業  ・経済は金融商品が主役 
・実物財(プロダクト)経済  ・金融財(ファイナンス)経済 
・営利性原則  ・キャッシュフローが評価尺度 
・利益獲得過程  ・市場の変動性への対処 
・回顧的観点の収支適合  ・未来的観点の収支適合 
・物財指向  ・金融財指向 
・総額主義  ・純額主義 
・確定数値に重点「実数値」  ・予測数値に重点「期待値」 
・実数値の等価交換  ・期待値の等価交換 

 
・取得原価主義（過去の証拠の正し

さ） 
 ・時価主義（将来の現金見込の正し

さ） 
・引渡基準  ・契約基準 
・決済基準   

 
金融財（資産）は契約から生じるため、誰が保有しても基本的には同じキ

ャッシュ・フローが生じることとなる。この点が、棚卸資産や有形固定資

産などのいわゆる実物財（資産）と大きく異なる特徴であり、この特徴が

金融商品の認識、認識の中止、測定などの会計処理に影響を与えることと

なった。金融財の時価会計により、日本の財務諸表は大きく変化した。 

証券市場の発達（IT の発展） 
    
     

市場のボラティリティ 
（変動性） 

 価格のフィージビリティ 
（即時決済可能性） 

     
ストックについての時価評価

事業の透明性向上 
 フ ロ ー 面 で は キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

事業成果の即時性 
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２．金融商品とは  
 

(1)金融商品とは、2 企業間で締結される契約で、 

 
 
 
 
 

 

金融資産とは 

現金預金、売掛金、貸付金等の金銭債権、株式その他の出資証券及び公

債等の有価証券、並びに先物取引、先渡取引、オプション取引、スワッ

プ取引等のデリバティブにより生じる正味の債権（評価益） 

 

金融負債とは 

支払手形、買掛金、借入金及び社債等の金融債務、並びにデリバティブ

取引により生じる正味の債務（評価損） 

 

③デリバティブ取引に係る契約 

デリバティブ取引の価値は、「当該契約を構成する権利と義務の価値の純

額に求められることから、デリバティブ取引により生じる正味の債権は金

融資産となり、正味の債務は金融負債となる」 
 
プラス（評価益） ------ デリバティブ取引契

約を構成する権利 
＞ デリバティブ取引契

約を構成する義務 
→ 金融資産 

       

マイナス（評価損） ------ 〃 ＜ 〃 → 金融負債 

 
ファイナンス・タイプ(金融財)とコモデティ(現物財)・タイプの金融商品がある。 
           

     ・現金預金     
金融資産  

    ・金銭証券    
    

     
・有価証券    

        
金融商品     ・デリバティブ取引による

正味の債権 
   

       
         デリバティブ取引に係

る契約      ・金融債務  
 

金融負債  
    ・デリバティブ取引による

正味の債務 
  

   
           

①一方の企業に金融資産を生じさせ、他の企業に金融負債を生じさせる契

約（売掛金、買掛金、貸付金、借入金等） 
②一方の企業に持分の請求権を生じさせ、他の企業にこれに対する義務を

生じさせる契約（株式等） 
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(2)金融資産の評価 
 

金融資産は、基本的に時価、すなわち公正な評価額により評価 
 

       
       
    時価   

時価概念   ＝
 

  
 

    公正な評価額   
   ―

   
   市場価格があるか   
          
         

  YES   NO  
  ↓   ↓  

 市場価格  合理的に算定できる価額 

 
 

(3)金融危機 
 

今回の金融危機は、グローバル経済に大きな影響を与えるとともに、企業

会計システムにも重大なインパクトを与えた。 
 
企業会計システムの前提となっていた市場が機能不全に陥り、公正価値を

ベースにした金融商品の評価が困難となった。 
 
①IFRS の一部の適用除外を求める国が頻発するとともに、 
②公正価値の適用の困難な場合、③損失の認識の遅れ、④オフバランス資

産の存在、⑤金融商品に関する基準の複雑性などの問題が生じた。 
 
そのため合理的に算定できる価額も採用された。 
 

 
(4)持合株式の時価評価など時価会計 
 

① 株式を持ち合っていた会社が、株主としての権利を行使するようになっ

た 
② 株主や債権者に対する経営者の説明能力が重要となった 
③ 会社の目的と株主の目的の接近、株主重視 
④ 含み益経営の是正、財務諸表の適正化 
⑤ 資産の有効活用、リストラ、事業の再構築の推進、 
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３．金融資産および金融負債の発生の認識 
 

発生の認識とは、契約上の権利と義務の約定日（契約日）における認識であり、

B/S に計上することをいう。（認識 ― 帳簿に計上すること） 

 

(1)処理的要件 
 

①貨幣的計量可能性 

②権利義務の確定性 

③検討可能性(客観的証拠) 
 

(2)金融資産および金融負債の発生の認識 
 

（受渡、決済ベースから契約、約定ベースへ） 
 

 形能分類  具体的対象  発生の認識 
      
(1) 金銭の取引  現金・預金  現預金の受取時 

(2) 金銭の貸借取引  貸付金 
借入金 

 資金の貸借日 

(3) 商品の売買等に係

る金銭債権債務 
 売掛債権 

買掛債務 
 商品の引渡又は役務提

供の完了 
(4) 金融資産または金

融負債自体を対象

とする取引 

 有価証券 
デリバティブ 

 契約の締結時 

 

(注 1)有価証券の売買について契約が成立すると、その約定日以降の時価の変

動に伴う価格変動リスクは、譲受人が負担することとなる。仮に譲受人

が売買締結後に倒産(信用リスク)した場合にも、その取引の決済は買注

文を出した証券会社側になり、譲渡人は契約時に時価の変動リスクを相

手方に移転し、受渡に伴うリスクは当事者に及ばないことから、約定基

準の適用が正当化される。従って記帳（認識）金額は受渡日の価格では

なく、契約日の取引価格となる。 

(注 2)デリバティブの場合も、当該契約の締結に伴い「権利の行使」や「義務

の履行」が行える状況となるので契約の締結時にその発生を認識するこ

ととなる。 

(注 3)従来の会計処理では、有価証券については受渡基準、デリバティブは決

済基準での認識が一般的であった。そのため決済時点までの取引がオフ

バランス化され、決済時点に至って初めて多額の損失（認識）を計上す

るという不透明な会計処理が行われてきた。

 



19 
 

 
 

（公認会計士試験論文式財務諸表論 第 5 版 石井和人著から） 
（同書を読んで検討して下さい） 

 
  

 問題１ （208）  
  
 金融資産及び金融負債に関する次の各問に答えなさい。 
問１  金融資産及び金融負債の範囲について述べ、あわせてこれらの発生

をいつ認識しなければならないのかについて述べなさい。 
問２  金融資産の譲渡に係る消滅の認識方法としてのリスク・経済価値ア

プローチと財務構成要素アプローチについて説明しなさい。 
問３  リスク・経済価値アプローチを採用した場合に生じる問題点につい

て述べなさい。 
問４  金融資産の価値の下落を財務諸表に反映する会計処理に関する次

の各問に答えなさい。 
 (1) 金融資産の価値の下落を財務諸表に反映する会計処理には、適用

される状況の違いにより①直接控除と②間接控除という 2 つの方

法がある。それぞれの方法について説明しなさい。 
 (2) (1)の 2 つの会計処理と損失の戻入れとの関係について説明しな

さい。 
  
 
 
３．リスク・経済アプローチによると当該債権の消滅を認識できない場合があ

り（融資取引となる）、財務構成要素に分解して、支配の認識を行うこと

が取引の実質的な経済効果を B/S に反映できる場合がある。 
 
４．(1)直接控除は、その回収がほとんど期待できない場合、債権の直接控除で

戻入なし。 
  (2)間接控除は、現時点で価値の下落はあるが、回収可能性がある程度ある

場合、引当金計上で損失の戻入れの可能性あり。 
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 問題２ （214）  
  
 有価証券の評価に関する次の各問に答えなさい。 
問１  企業会計の認識・測定対象を経営者が受託した資金の投下・回収過

程とする立場から、期末においても売買目的有価証券を取得原価で評

価すべきであるとする論拠を述べなさい。 
問２  問 1 の論拠に対する批判的見解を述べなさい。 
問３  その他有価証券のうち長期運用目的の有価証券は、当面売却を予定

しない有価証券であるからこそ固定資産として分類されるのであり、

その評価損益は当期の業績利益の計算要素とはならないことから、こ

れを原価評価すべきであるとする見解がある。この見解の問題点を指

摘しなさい。 
問４  その他有価証券のうち長期運用目的の有価証券の期末の時価は、将

来の売却時に獲得されるキャッシュ・フローの見積値とはいえないこ

とから、これを原価評価すべきであるとする見解がある。この見解に

対する批判的見解を述べなさい。 
  
 
 
１．資金の投下過程にある資産（棚卸～有証）には、原価等のみが着目され、

価値の形成は無視すべきである。 
 
２．売買目的有証の特徴は、所有期間の終始、投資の継続か変更かを選択する

状況にある。従って評価が必要である。 
 
３．投資有証の保有は、事業用固定資産と異なり、使用収益目的ではなく投資

的な視点が必要である。 
 
４．投資の損益を把握し、投資の継続の適否を判定することは経営の指標の一

種である。また時価との差異を常時把握すべきである。 
 


























































